
令和６年度補正予算（案）について 
令 和 ６ 年 1 1 月 

環 境 省 

Ⅰ．地方創生、経済成長に向けた投資の促進 

・地域脱炭素推進交付金【エネ特＋GX】 ３６５億円 

・地産地消型資源循環加速化事業 ２０億円 

・プラ・金属資源等のバリューチェーン脱炭素化のための設備高度化【エネ特】 １７億円 

・自動車における再生材供給拡大に向けた産官学連携推進事業費 １０億円 

・資源循環ネットワーク形成及び拠点の戦略的構築に関する調査事業 １０億円 

・地域資源循環促進を底上げする自治体CE診断・中核人材育成事業 ２億円 

・食品ロス削減、サステナブル・ファッション等の推進 ２億円 

・「デコ活」（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）推進
事業【一部エネ特】 ５億円 

・国立公園オーバーツーリズム対策等事業 ５億円 

・イノベーション創出のための環境スタートアップ研究開発支援事業 １億円 

・人工光合成を始めとするCO2利用・固定化技術の社会実装加速化事業【一部エネ特】 １億円 

・脱炭素移行に向けた二国間クレジット制度（JCM）及びSDGｓのシナジー
推進事業 

２億円 

・アフリカにおける廃棄物管理プロジェクト形成促進事業 １０億円 

〇 日本経済・地方経済の成長のため、地域脱炭素の推進、再生材供給拡大に向けた

設備導入や資源循環ネットワーク形成及び拠点構築等による循環経済への移行促

進、国立公園のオーバーツーリズム対策、人工光合成等の社会実装加速化等を推進

する。二国間クレジット制度（JCM）やアフリカにおける廃棄物管理インフラ整備

の促進により、グローバル・サウスの環境保全と社会課題解決や、我が国の民間企

業のビジネス機会の拡大につなげる。 

○ エネルギーコスト上昇に強い社会の実現に向けて、住宅・建築物の断熱化等や  

脱炭素志向型住宅の導入、自家消費型再エネ・蓄電池の導入、工場・事業場の省CO2
設備更新、商用車等の電動化を支援し、くらしの脱炭素化を進める。 

○ 令和６年能登半島地震・豪雨等からの復旧・創造的復興、一般廃棄物処理施設の

整備、避難所等への再エネ・蓄電池の整備、自然公園等施設の整備、水俣病対策、

PFAS（有機フッ素化合物）対策、クマ類等の指定管理鳥獣被害対策等を推進し、国

民の安全・安心の確保に貢献する。 



Ⅱ．エネルギーコスト上昇対策に資するくらしの脱炭素化   (※) Ⅰの柱立てにも該当 

・住宅の断熱窓改修等の促進【エネ特＋GX】 １，３５９億円 

・脱炭素志向型住宅の導入支援事業【GX】 ５００億円 

・建築物のZEB化・省エネ改修の促進【エネ特＋GX】(※) １６０億円 

・自家消費型再エネ・蓄電池の導入加速化支援【エネ特】(※) ７０億円 

・中小企業等の工場・事業場における省CO2対策の加速化【エネ特】(※) ３０億円 

・商用車等の電動化促進事業【GX】 ４００億円 

 

Ⅲ．国土強靭化など国民の安全・安心の確保 

・能登半島地震・豪雨等における家屋解体・災害廃棄物の処理等支援 ３９４億円 

・能登半島国定公園等施設災害復旧、能登半島の自然資源を活かした
ツーリズムと地域づくりの推進 

６億円 

・一般廃棄物処理施設の整備【一部エネ特】 

※内閣府、国土交通省計上予算を含む 
１，１０１億円 

・浄化槽の整備 ５億円 

・大規模災害に備えた廃棄物処理体制の検討 １０億円 

・防災拠点や避難施設となる公共施設への再生可能エネルギー設備等
導入支援【エネ特】 

２０億円 

・自然公園等施設の整備 ４８億円 

・水俣病に関する総合的な研究の推進等 １１億円 

・子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）の化学物質
分析加速化事業 

６億円 

・PFAS対策の推進 ９億円 

・指定管理鳥獣（ニホンジカ・イノシシ・クマ類）対策事業 ２６億円 

・特定外来生物防除等対策事業 ４億円 

・プラスチック等海洋ごみ回収・処理等支援 ３５億円 

 他 

 

環境省追加額合計（他省庁計上予算含む。） ４，７４０億円 

 


